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○原子炉等規制法や原子力災害対策特別措置法などに基づき、国、地方自治体、原子
力事業者がそれぞれの立場で体制を強化し、平常時から防災に取り組んでいる。 

○原子力緊急事態が発生した場合、国の原子力災害現地対策本部、都道府県及び市町
村の現地災害対策本部は、原子力緊急事態に関する情報を交換し、 それぞれが実施

する緊急事態応急対策について相互に協力するため、現地のオフサイトセンターに原
子力災害合同対策協議会を組織し対応を行う。 

出典：原子力安全・保安院ホームページより 
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２．原子力防災にかかる主な費用 
○万が一の原子力発電施設等の事故に備え、地方公共団体の防災体制の強化を図る観
点から、国から原子力発電施設等の所在道府県等に対し、防災体制の確立に必要な支
援を行っている。 （→政策的経費（第５回）で整理） 

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金（経産省、文科省） 【経産２５．９ 億円、文科５．６億
円】 
 原子力発電施設等が所在する道府県等が行う原子力防災対策に係る経費に対する交付金。 
（対象事業） 
 ・放射線測定器等の防災資機材の整備・維持・管理及び被ばく医療設備の整備・維持・管理費 
 ・緊急時における国－道府県－市町村を結ぶ専用回線網等の整備費 
 ・所在道府県等が実施する防災計画策定、訓練等に係る経費 
 ・所在道府県等が整備する緊急事態応急対策拠点施設の整備・維持・管理費 

原子力発電施設等緊急時対策技術等(運営費交付金)（経産省） 【４５．４（１５．５）億円】 
 原子力防災体制の実効性の向上を図るため、独立行政法人原子力安全基盤機構が実施する原子
力災害に係る緊急時対策支援システム整備等に必要な経費に対する交付金。 
（対象事業） 
 ・テレビ会議システム、通信機器等の防災資機材の改良及び維持管理 
 ・事故進展予測システムの改良及び維持管理 
 ・国の原子力総合防災訓練での基礎資料の整備、訓練シナリオの作成等の支援 
 ・所在道府県等の防災訓練の実行支援の実施 等 

放射線監視等交付金（文科省） 【５０億円】 
 原子力発電施設等から放出される放射性物質が周辺環境に与える影響を調査するため、環境放射
線監視に必要な施設等の整備及び原子力発電施設等の周辺における環境放射線の調査等を行うた
めの交付金。 
広報・安全対策交付金（経産省） 【１１．５億円】 
 原子力発電施設等の立地及び立地予定の地方公共団体が行う原子力に対する知識の普及、安全
確保に関する調査等に対する交付金。 

【 】は平成２３年予算額（補正予算額） 


